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国土交通省の環境政策

国土交通省　総合政策局

国土環境・調整課

石田雅博
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環境行動計画
モデル事業
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地球温暖化対策
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ＩＰＣＣ第４次評価報告書
（第１作業部会報告書）

• 1980 年から1999 年までに比べ、21 世紀末（2090 年から2099 年)の平
均気温上昇は、環境の保全と経済の発展が地球規模で両立する社会に
おいては、約1.8℃（1.1℃～2.9℃）である一方、化石エネルギー源を重
視しつつ高い経済成長を実現する社会では約4.0℃（2.4℃～6.4℃）と予
測。（第3 次評価報告書ではシナリオを区別せず1.4～5.8℃）

• 1980 年から1999 年までに比べ、21 世紀末（2090 年から2099 年）の
平均海面水位上昇は、環境の保全と経済の発展が地球規模で両立する
社会においては、18cm～38cm である一方、化石エネルギー源を重視
しつつ高い経済成長を実現する社会では26cm～59cm と予測。（第3 
次評価報告書（9～88cm）より不確実性減少）

• 2030 年までは、社会シナリオによらず10 年当たり0.2℃の昇温
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京都議定書の経緯と目標達成のためのスケジュール京都議定書の経緯と目標達成のためのスケジュール

気候変動枠組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３）で
京都議定書を採択

平成９(1997)年１２月

「地球温暖化対策推進大綱」策定平成14(2002)年３月

平成15(2003)９月～
平成16(2004)年６月 社整審環境部会　（計４回開催）

交政審環境部会　（計６回開催）
（地球温暖化対策について）
　　　　→　中間とりまとめ　（平成１６(2004)年６月）

平成17(2005)年２月 ロシアの批准に伴い、京都議定書発効

平成17(2005)年４月 京都議定書目標達成計画を閣議決定

平成19(2007)年度 目標達成計画の定量的な評価・見直し

平成20(2008)年～
平成24(2012)年

京都議定書第一約束期間

社整審環境部会・交政審環境部会合同部会
（国交省の地球温暖化対策について了承）

平成17(2005)年３月

平成18(2006)年11月
～平成19(2007)年

社整審環境部会、交政審環境部会
（地球温暖化対策の評価・見直し）
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１．我が国の温室効果ガス排出量
• 2005年度（速報）における我が国の排出量は、基準年（1990年度）比8.1％上回る。
• 議定書の６％削減約束の達成には、8.7％の排出削減が必要。

－0.６％

13億6,400万トン
（＋8.1%）

12億6,100万トン

13億5,500万トン
（+7.4%）

原発の利用率
低下による
一時的影響

(+4.6%）

(+5.8%）

－６％

（百万トンCO2）

8.7%の排出
削減が必要1,300

吸収源対策で3.8%

京都メカニズムで1.6%1,200

を確保。

1,100

1,000

2004年度
排出量

基準年排出量
（原則1990年）

2005年度
排出量(速報値)

京都議定書削減約束
（2008年～2012年） １
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２．部門別にみた我が国のCO2排出量

82百万t

62百万t
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164百万t
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54百万t
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エネルギー転換部門（発電所等）

運輸部門（自動車・船舶等）

家庭部門

工業プロセス

廃棄物(焼却等）

業務その他部門（商業・ｻｰﾋﾞｽ・事務所等）

産業部門（工場等）

2005
（速報値）

産業部門　４６６百万トン
（-3.2％）　[+0.2%]

運輸部門　２５７百万トン
（+18.1％）　[-1.8%]

業務その他部門　２３４百万トン
（+42.2％）　[+3.1%]

家庭部門　１７５百万トン
（+37.4％）　[+4.5%]

エネルギー転換部門　７４百万トン
（+9.7％）　　[-0.6%]

工業プロセス　５４百万トン
（-13.7％）　[+1.1%]
廃棄物（焼却等）　３７百万トン
（+61.1％）　[+1.0%]
（1990年比）　[前年比]

１２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（速報値） 　

７４百万t
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京都メカニズムの類型と我が国のクレジット取得の考え方

○京都議定書の目標達成に向けて、国内対策に最大限努力してもなお生ずる差分（基準年総排

　出量比１．６％（約１億t-CO2））について、京都メカニズムの活用により対応する。
○クレジットの取得に当たっては、費用対効果を考えつつ必要な量の確実な取得を図る。

○京都メカニズムは、先進国の優れた技術を活用して地球規模での温暖化防止を図るとともに、

　途上国の持続可能な開発に貢献するとの大きな意義を有する。

我が国として取得に最大限努力するクレジット我が国として取得に最大限努力するクレジット

ホットエア

　　　　　　　　　
　　　　　◎二酸化
炭素排

　出削減努力に

　基づかない

　初期割当量の

　余剰。

　　　　　　　　　　　
　　　　

ＣＤＭ
（クリーン開発メカニズム）

ＪＩ
（共同実施）

◎先進国同士が共同で事業を実施し、

　その削減分を投資国が自国目標達

　成に利用できる制度

ＧＩＳ
（グリーン投資スキーム）

◎環境対策に使途を限定した資金を

　拠出し、その対価として初期割当量

　を譲り受ける排出量取引
先
進
国
Ａ

先
進
国
Ｂ

共同の削減
プロジェクト

削減量

資金
技術

＝クレジット（ERU）

◎先進国と途上国が共同で事

　業を実施し、その削減分を投

　資国（先進国）が自国の目標

　達成に利用できる制度

先
進
国
Ａ

途
上
国
Ｂ

削減量

　
　

＝クレジット（ＣＥＲ）

共同の削減
プロジェクト

先
進
国
Ａ

先
進
国
Ｂ

環境対策

資金

＝クレジット
　　（初期割当（AAU）等

排出量取引

資金
技術
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国土交通省の地球温暖化対策



15

国土交通省の地球温暖化対策

運輸部門

自動車単体対策
及び走行形態の
環境配慮化
約８２０万ｔ
　　（－）（※）

交通流対策
約５１０万ｔ
（約３２０）

自動車交通対策

（国土交通省以外の担当分野を一部含む）

クリーンエネルギー自動
車を含む低公害車の普及
促進
エコドライブの普及促進
等
サルファフリー燃料・バイ
オマス燃料

ＩＴＳの推進
路上工事の縮
減等

道路整備

幹線道路ネット
ワークの整備
ボトルネック対
策

従来から進めてきて
いる施策であり、
2010年のCO2排出
量算定の前提

物流の効率化
約８４０万ｔ
（約４１０）

公共交通機関
の利用促進等
約２８０万ｔ
（約３３０）

環境負荷の小さい交通体系の構築

約２，４５０万ｔ-CO2 削減
（約１，０６０）

（※） トップランナー基準によ

る削減量については、これ
までに実現した分を含めて
約２，1００万ｔ-CO2削減

断熱性の向上
空調設備等の
効率化

断熱性の向上
空調設備等の
効率化

住　 宅： 約850万ｔ 　建築物：約2550万t
・省エネ基準強化、一定規模以上の住宅、建築物の
新築・増改築、大規模修繕時等の届出義務化等（省エ
ネ法改正）
・住宅金融公庫融資・証券化ローンの枠組みの活用　
・日本政策投資銀行融資、税制等による支援　等

約3400万ｔ
CO2削減

一酸化二窒素対策

下水汚泥の高温燃焼（８５０℃）
約130万ｔ
CO2削減

産業部門

建設施工分野における低
燃費型建設機械の普及

約20万ｔ
CO2削減

温室効果ガス吸収源対策

都市緑化等の推進
約28万ｔ

CO2吸収

（注） 括弧書き

の数値は
2002年度まで
に実現した削
減量

鉄道、海運の利用促進
自動車輸送の効率化
国際貨物の陸上輸送距離削
減

鉄道等新線の整備
既存鉄道・バスの利用促
進
通勤交通マネジメント　等

建築物建築物

住　宅住　宅

民生部門（住宅・建築物）

１５
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社会資本整備分野における地球温暖化対策

民生部門（住宅・建築物）

住　宅住　宅

建築物建築物

断熱性の向上

空調設備等の
効率化

断熱性の向上

空調設備等の
効率化

約3400万ｔ
CO2削減

○住宅約850万ｔ：省エネ基準の強化、一定規模以上
の住宅の新築・増改築、大規模修繕時等における届
出義務付け等（省エネ法改正）、住宅金融公庫融資・
証券化ローンの枠組みの活用　等
○建築物約2550万ｔ：省エネ基準の強化、一定規模
以上の建築物の新築・増改築・大規模修繕時等にお
ける届出義務付け等（省エネ法改正）、日本政策投
資銀行融資、税制等による支援　等

運輸部門

交通流対策

・自動車交通需
要の調整
・ＩＴＳの推進
・路上工事の縮
減

道路整備

従来から進めてきて
いる施策であり、
2010年のCO2排出
量算定の前提

幹線道路ネット
ワークの整備
ボトルネック対
策

交通円滑化対策

約340万ｔ
CO2削減

一酸化二窒素対策

[一酸化二窒素の温室効果は二酸化炭素の３１０倍]

下水汚泥の高温燃焼
（８５０℃）

約130万ｔ
CO2削減

産業部門

建設施工分野における
低燃費型建設機械の普
及

約20万ｔ
CO2削減

温室効果ガス吸収源対策

都市緑化等の推進
約28万ｔ

CO2吸収

１６
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運輸部門における地球温暖化対策

自動車単体対策及び

走行形態の環境配慮化
８２０万t削減

自動車単体対策及び

走行形態の環境配慮化
８２０万t削減

・クリーンエネルギー自動車の普及促進

・エコドライブの普及促進等

・バイオ燃料の導入　　　　　　　　　　　　　

・渋滞の緩和、解消による自動車走行速

度の向上を通じ、ＣＯ２排出を削減

交通流対策
５１０万t削減

交通流対策
５１０万t削減

・幹線道路ネットワークの整備、

ボトルネック対策

渋滞対策
等

環境と経済の両立を目指し、自主的取り組み、インセンティブ付与、規制措置、新技術の開発・導入等によ

り推進。

道路整備道路整備

従来から進めてき
ている施策であり、
2010年のCO2排出
量算定の前提

自動車交通対策
　※　枠内は、具体的な対策の例
示

公共交通機関の
利用促進等
２８０万t削減

公共交通機関の
利用促進等
２８０万t削減

物流の効率化

８４０万t削減

物流の効率化

８４０万t削減

　・通勤新線、地下鉄、LRT等の鉄道新線の整備
　・IT技術等を活かした既存鉄道・バスの利用促進
　・公共交通利用推進のための交通需要マネジメント　　　

グリーン物流パートナーシップ会議等を通じ、効率化を推進　

・鉄道、海運へのモーダルシフト

・自動車輸送の効率化（トラックの自営転換、大型化、積載率

の向上）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

※　2002年度からの目標値環境負荷の小さい
交通体系の構築

トップランナー基準による削減量

２，１００万ｔ削減
※　1998年度からの目標値

運輸部門 ２，４５０万ｔ削減
※　2002年度からの目標値

運輸部門 ２，４５０万ｔ削減

１７
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ヒートアイランド対策
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ヒートアイランド対策大綱について
（平成16年３月30日ヒートアイランド対策関係府省連絡会議決定）

　
　ヒートアイランド現象とは、都心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象である。
　20世紀中に、地球全体の平均気温は約0.6℃上昇しているのに対し、日本の大都市として代表的な東京、名古屋などの６都市においては、平均気温は
２～３℃上昇しており、地球の温暖化の傾向に比べて、ヒートアイランド現象の進化傾向は顕著であると言える。

現状

(1)基本方針
　ヒートアイランド現象は、長期間に渡って累積してきた都市化全体と深く結びついており、対策も長期的なものとならざ
るを得ない。そのため、実行可能なものから対策を進めていくとともに、長期的な取組を進めていく上では、最新の科学
的知見や技術の進展に合わせて、大綱に盛り込まれた施策等を柔軟に見直しを行い段階的に対策を強化していくこと
が合理的。
(2) ヒートアイランド対策の推進

　１)人工排熱の低減
　省エネルギーの推進、交通流対策の推進、未利用エネルギー等の利用促進により、空調システム、電気機器、燃焼
機器、自動車などの人間活動から排出される人工排熱を低減させる。
２)地表面被覆の改善
　緑地・水面の減少、建築物や舗装などによって地表面が覆われることによる蒸発散作用の減少や地表面の高温化を
防ぐため、地表面被覆の改善を図る。
３)都市形態の改善
　都市において緑地の保全を図りつつ、緑地や水面からの風の通り道を確保する等の観点から水と緑のネットワークの
形成を推進する。また、長期的にはコンパクトで環境負荷の少ない都市の構築を推進する。
　４)ライフスタイルの改善
　都市における社会・経済活動に密接に関連するヒートアイランド現象を緩和するために、ライフスタイルの改善を図る。
(3) 観測・監視体制の強化及び調査研究の推進
(4) 今後の推進体制、大綱の見直しについて
　国、地方公共団体、事業者、住民の各主体が、様々な取組を進めていくことが重要。
　地域性の強い問題であるため、情報交換など、関係地方公共団体との十分な連携を図る。
　対策の進捗状況等の点検を、毎年実施し、ヒートアイランド現象のメカニズム解明、対策手法の進展等を踏まえ、必要
に応じて、　ヒートアイランド対策大綱の見直しを柔軟に実施する。

大綱の概要
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自然再生事業
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釧路湿原の再生　～釧路湿原（北海道）～

○近年の流域の経済活動の拡大等に伴い
湿原面積が著しく減少。

○長期的な目標としてはラムサール条約登
録当時（１９８０年）の環境への回復。短期的
には西暦２０００年現在の状況を維持保全。

1947年

湿原面積　　　２４５．７ｋｍ２

1999年

湿原面積　　　１９４．３ｋｍ２

自然再生協議会の枠組

＜専門家＞
　　学識経験者等

＜市民＞

地域住民 NPO

釧路湿原の自然再生協議会
（平成１５年１１月設立）

＜関係行政機関＞

環境省・農林水産省・国
土交通省の地元機関

＜地方公共団体＞
北海道、地元市町村

･･････････････→
開削されて
直線化され
た区間

旧川箇所 蛇行河川に復元

現在の流路

自然再生事業

の実施

蛇行河川の
復元イメージ

【河川改修により直線化された釧路川（北海道）】 【旧川を利用して蛇行河川に復元（イメージ）】
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自然再生協議会（設置箇所）の全国位置図

⑥

⑱

⑨

②

①

③

④

⑤

⑧ ⑪

⑫

⑬

⑩

⑭

⑦

⑮

⑯⑰
⑲

H18.9.9竜串自然再生協議会⑲

H18.2.27石西礁湖自然再生協議会⑱

H17.12.2阿蘇草原再生協議会⑰

H17.9.9竹ヶ島海中公園自然再生協議会⑯

H17.7.19森吉山麓高原自然再生協議会⑮

H17.6.19蒲生干潟自然再生協議会⑭

H17.3.28
野川第一・第二調節池地区自然再生協
議会

⑬

H17.1.19上サロベツ自然再生協議会⑫

H16.11.7八幡湿原自然再生協議会⑪

H16.11.6くぬぎ山地区自然再生協議会⑩

H16.10.3
1

霞ヶ浦田村・沖宿・戸崎地区自然再生協
議会

⑨

H16.8.1椹野川河口域・干潟自然再生協議会⑧

H16.7.4樫原湿原地区自然再生協議会⑦

H16.6.26やんばる河川・海岸自然再生協議会⑥

H16.5.25神於山保全活用推進協議会⑤

H16.3.5多摩川源流自然再生協議会④

H16.1.29巴川流域麻機遊水地自然再生協議会③

H15.11.1
5

釧路湿原自然再生協議会②

H15.7.5荒川太郎右衛門地区自然再生協議会①

設立日協議会名　
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